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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第３区分
【発行日】平成24年9月13日(2012.9.13)

【公開番号】特開2011-24172(P2011-24172A)
【公開日】平成23年2月3日(2011.2.3)
【年通号数】公開・登録公報2011-005
【出願番号】特願2009-170008(P2009-170008)
【国際特許分類】
   Ｈ０４Ｍ   1/00     (2006.01)
   Ｈ０４Ｍ  11/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０４Ｍ   1/00    　　　Ｋ
   Ｈ０４Ｍ  11/00    ３０１　
   Ｈ０４Ｍ  11/00    ３０２　

【手続補正書】
【提出日】平成24年7月20日(2012.7.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　着信を検知した場合に、当該着信を振動によってユーザに通知する振動機能を有する携
帯情報端末を載置する載置手段と、
　前記載置手段に載置された前記携帯情報端末と無線で通信する通信手段と、
　前記通信手段によって前記携帯情報端末と通信する場合に、前記携帯情報端末が前記振
動機能によって振動しないよう制御する制御手段と、
を備えることを特徴とする通信装置。
【請求項２】
　前記制御手段は、前記携帯情報端末と通信する場合に、前記振動機能を無効にすること
を特徴とする請求項１に記載の通信装置。
【請求項３】
　前記制御手段は、前記携帯情報端末との通信が終了した場合に、前記振動機能を有効に
することを特徴とする請求項２に記載の通信装置。
【請求項４】
　前記携帯情報端末は、前記着信を音声によってユーザに通知する音声通知機能をさらに
備え、
　前記制御手段は、前記携帯情報端末が前記振動機能によって振動しないよう制御した場
合に、前記着信を前記音声通知機能によってユーザに通知するよう制御することを特徴と
する請求項１に記載の通信装置。
【請求項５】
　前記携帯情報端末は、前記着信を発光部の発光によってユーザに通知する発光通知機能
をさらに備え、
　前記制御手段は、前記携帯情報端末が前記振動機能によって振動しないよう制御した場
合に、前記着信を前記発光通知機能によってユーザに通知するよう制御することを特徴と
する請求項１または４に記載の通信装置。
【請求項６】
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　前記携帯情報端末に着信があったことを示す情報を当該携帯情報端末から取得する取得
手段と、
　前記取得手段によって前記情報を取得した場合に、前記携帯情報端末に着信があった旨
をユーザに通知する通知手段と、
をさらに備えることを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の通信装置。
【請求項７】
　着信を検知した場合に、当該着信を振動によってユーザに通知する振動機能を有する携
帯情報端末であって、
　通信装置の載置手段に載置された状態で、前記通信装置と無線で通信する通信手段と、
　前記通信手段によって前記通信装置と通信する場合に、前記携帯情報端末が前記振動機
能によって振動しないよう制御する制御手段と、
を備えることを特徴とする携帯情報端末。
【請求項８】
　前記制御手段は、前記通信手段によって前記通信装置と通信する場合に、前記振動機能
を無効にすることを特徴とする請求項７に記載の携帯情報端末。
【請求項９】
　前記制御手段は、前記携帯情報端末との通信が終了した場合に、前記振動機能を有効に
することを特徴とする請求項８に記載の携帯情報端末。
【請求項１０】
　前記着信を音声によってユーザに通知する音声通知機能をさらに備え、
　前記制御手段は、前記携帯情報端末が前記振動機能によって振動しないよう制御した場
合に、前記着信を前記音声通知機能によってユーザに通知するよう制御することを特徴と
する請求項７に記載の携帯情報端末。
【請求項１１】
　前記着信を発光部の発光によってユーザに通知する発光通知機能をさらに備え、
　前記制御手段は、前記携帯情報端末が前記振動機能によって振動しないよう制御した場
合に、前記着信を前記発光通知機能によってユーザに通知するよう制御することを特徴と
する請求項７または１０に記載の携帯情報端末。
【請求項１２】
　着信を検知した場合に、当該着信を振動によってユーザに通知する振動機能を有する携
帯情報端末を載置する載置手段に載置された前記携帯情報端末と無線で通信する通信工程
と、
　前記通信工程で前記携帯情報端末と通信する場合に、前記携帯情報端末が前記振動機能
によって振動しないよう制御する制御工程と、
を備えることを特徴とする通信装置の制御方法。
【請求項１３】
　着信を検知した場合に、当該着信を振動によってユーザに通知する振動機能を有する携
帯情報端末の制御方法であって、
　通信装置の載置手段に載置された状態で、前記通信装置と無線で通信する通信工程と、
　前記通信工程で前記通信装置と通信する場合に、前記携帯情報端末が前記振動機能によ
って振動しないよう制御する制御工程と、
を備えることを特徴とする携帯情報端末の制御方法。
【請求項１４】
　請求項１２または１３に記載された制御方法を、コンピュータに実行させるためのプロ
グラム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００４
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【０００４】
　しかしながら、従来の携帯情報端末が、通信台に載置され、通信装置と通信する際に、
当該振動機能が働き、携帯情報端末が通信装置のアンテナの位置とずれてしまうことがあ
った。その結果、携帯情報端末と通信装置が通信できなくなってしまう。
　本発明は、上記の課題を解決するためになされたものである。本発明の目的は、通信装
置と携帯情報端末が通信する場合に、携帯情報端末の振動機能による振動によって、通信
装置と携帯情報端末が正常に通信できなくなることを防ぐ仕組みを提供することである。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００５】
　上記目的を達成する本発明の通信装置は以下に示す構成を備える。
　着信を検知した場合に、当該着信を振動によってユーザに通知する振動機能を有する携
帯情報端末を載置する載置手段と、前記載置手段に載置された前記携帯情報端末と無線で
通信する通信手段と、前記通信手段によって前記携帯情報端末と通信する場合に、前記携
帯情報端末が前記振動機能によって振動しないよう制御する制御手段とを備えることを特
徴とする。
　また、上記目的を達成する本発明の携帯情報端末は以下に示す構成を備える。
　着信を検知した場合に、当該着信を振動によってユーザに通知する振動機能を有する携
帯情報端末であって、通信装置の載置手段に載置された状態で、前記通信装置と無線で通
信する通信手段と、前記通信手段によって前記通信装置と通信する場合に、前記携帯情報
端末が前記振動機能によって振動しないよう制御する制御手段とを備えることを特徴とす
る。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００６】
　本発明によれば、通信装置と携帯情報端末が通信している間に、携帯情報端末の振動機
能による振動によって、通信装置と携帯情報端末が正常に通信できなくなることを防ぐこ
とができる。
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